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1．　問題提起
　今日までわが国で出版されている多数の「商業英語」および「貿易取引」に
関する文献（1）を見ると，その多くのものが「取引一般条件協定書（Agreement
on　General　Terms　and　Conditions　of　Business）」の重要性を強調し，文例を列
記して解説ないし翻訳をしている。勿論，その重要性については，外国の文
献2）においても述べられている。
　ここで，協定書自体が有する重要性を否定するものではない。しかし，当事
者の資格（取引形態），取引条件，契約成立方式，紛争解決手段を主内容とし，
貿易取引の基本を確立しようとするこの協定書の内容と，現在の貿易取引の場
で占める役割については，少くとも再検討を加える必要があると考える。
　そこで，これら二つの論点を中心課題としながら，順次検討を加えてみるの
が本稿の目的である。
（1）　「商業英語」という呼称は古くから使用されているが，「英国型の商業英語　（Commercial
　English」から今日の主流を占める「米国型の商業英語（Business　English）」へ移行する
　に伴ない，日本語による表現も「貿易英語」，「実用英語」，「貿易通信」など種々雑多な呼称が用
　いられ（いる。しかし，Business　Englishの邦訳については議論の余地が残ると思うし，正
　確な表現は困難視される。
　一方，「貿易取引」の呼称に類する文献は，「貿易商務論」，「貿易実務」，といった表題が付さ
　れているものである。
（2）例えば，C．M．　Schmitthoff，　The　Export　Trade，5th　edition，　Stevens＆Sons
　Ltd．，1969，　pp．45～46参照。
2，取引一般条件協定書の逐条検討
1．　標題（Title）
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　「取引一般条件協定書（Agreement　on　General　Terms　and　Conditions　of　Business）
の標題は取引一般条件覚書（1）（Memorandum　on　General　Terms　and　Conditions
of　Business）」とも呼ぼれ，また，　Memorandum　of　Agreement　on　Genera1
「Terms　and　ConditiQns　of　Businessとも呼ばれている。
　ここで，AgreementとMemorandumの両者を比較してみると，Memoranduln
よりもAgreementのほうが売買両当事者間を少くとも一層強力に律する言葉
自体の響き（tone）を持っていると考えられる。その根拠として，たとえぽ，The
Random　House　Dictionaryの解説を上げることができる。即ち，　Memorandum
については次のように説明されている。
－4，Law．　a　writing，　usually　informal，　containing　the　terms　of　a
transaction．5。　Diplomacy．　an　informal　o伍cial　communication，
　一方，Agreementについてみると以下のとおりである。
－7．Law．　an　expression　of　assent　by　two　or　more　parties　to　the
same　object．
　（注）　Agreenient　ranges　in　meaning　from　mutual　understanding　to　binding
　　obligation．
　以上のごとく，協定書（2）（（Agreement）の表現を適切と考える。
　2．前文（Preamble）
　本稿の起草に際して参考とした文献の中で，例えぽ，Memorandumの標題
を掲げた故虎尾正助教授の「英語外国貿易通信」に示された例文には前文の記
載はないが，羽田三郎教授の「英文貿易通信入門」には前文の記載がなされて
いる。やはり，前文を掲げ，最後に売買両当事者が署名する方式が望ましいと
いえよう。まして，Agreementを標題とする限りにおいては当然のことでも
ある。
　さて，前文は，This　Agreement　made　and　entered　into　between－and
＿witnesses　as　follows：といった表現が協定書らしい雰囲気を表わすとも
言えるが，もっと親しみ易い柔らかな響きを持つ表現，例えば，It　is　hereby
agreed　between－and－that　all　business　shall　be　gondu’cted　on．the
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following　terms　and　conditions：（羽田三郎著「英文貿易通信入門」43ページ参
照）も現在の商業英語の持つ傾向からいって好ましい表現と言える。即ち，It
is　hereby　agreed　between（Seller’s　name＆address），　hereinafter　called　the
Sellers，　and　（Buyer’s　name＆　address），　hereinafter　called　the　Buyers，　that
all　business　shall　be　conducted　on　the　following　terms　and　conditions：の
ごとく示される。
　3．取引形態〔売買当事者の資格（Business）〕
　本項では，売買両当事者の取引上の立場を明確にするための規定がなされ
る。即ち，（／）本人対本人（Principal　to　Principal）か（ロ）本人対代理人（Principal
to　Agent）かの規定である。勿論本協定書において規定されるのは，　「本人
対本人」の立場である。何故かといえぽ，　「本人対代理人」の立場の協定は，
代理媒介行為や代理店手数料などを詳細に規定する「代理店協定・書（Agency
Agreement）」（通常は，排他独占的販売権　Exclusive　selling　rightを認めた，い
わゆるExclusive　Agency　Agreementとなる。）として，本人と代理人（Agent）
との間で締結されるからである。勿論，代理人の立場は，前述のごとき（a）本人
が輸出者（Exporter）で，代理人が本人の海外における販売代理人（Selling
Ageni）である場合と，（ロ）本人が輸入者（lmp・rter）で，代理人が海外における
買付代理人（Buying　Agent）である場合が典型的な例である。
　さて，論点を本筋に戻して，「本人対本人」の立場の問題に言及してみよう。
　販売後の修理や整備（Servicing）を要しない一般雑貨のごとき取引の場合は
ともかく，耐久消費財（Durable　consumer　goods）の貿易売買を前提として考
えると，取引形態が「本人間取引」の形態であっても「取引一般条件協定書」
をベースに取引を行なうことは事実上不可能である。耐久消費財の売買に関し
ては，売手および買手は相互に強い絆で結ばれ，販売する商品について販売後
の保証や修理等に責任を持つ必要が生じてくる。
　そこで，そのような取引環境の場では，取引一般条件協定書よりも一層強力
な関係のもとに売買当事者間を律し拘束する　「販売店協定書（Distribut・rship
Agreement）」が締結されることになる。そして，通常，一定地域（Territory）
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を限定して排地独占的販売権を賦与する協定が結ぼれるので，わが国の場合は
「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（独占禁止法）第六条の適
用を受け，協定締結後30日以内に公正取引委員会に届け出て審査を受けること
が義務づけられている。
　さて，取引形態はこのようにAgency　AgreementやDistributorshiP
Agreementとの関連が考慮されなくてはならないが，取引の初期の段階にお
いては「取引一般条件協定書」によって売買両当事者間の取引の基本を定める
ことには十分な意義が認められる。
　そこで，取引形態については，
　All　business　shall　be　transacted　as　between　principals；namely，　both
parties　act　on　their　Qwn　account　and　responsibility．
のごとき取決めがなされ」本人間取引であることを確認する。
　4。取引品目（Goods）
　本項では取引品目について総括的に言及し，次のように取決めを行なう。
　Goods　in　business，　their　unit　to　be　quoted，　and　their　mode　of　packing
shall　be　as　stated　in　the　Attached　List．（3）
　添付リスト（Attached‘　Lis’t）には，当然，取引品目と見積単位，梱包方法が
記載されていなくてはならない。
　5．価格（Price）
　本項では，価格見積の上で使用する通貨および計算基準を明示する。
　通貨は，（d）自国通貨，（ロ）相手国通貨，㈲第三国通貨，のいずれかを申し合わ
せることになるが，通貨の安定性，為替相場の変動危険などを考慮して決めな
くてはならない。
　現在の外国為替の推移の下では，輸出の場合に，輸出者が自国通貨（円貨）
を使用できれば為替相場変動危険を回避できて好ましいが，買手の同意を得な
くては事実上使用できない。円貨による輸出は，現在，輸出総額の約三割を占
めると言われているが，輸入においては皆無に等しい割合を占めるに過ぎない・
と言われる（4）。このよ『’う・な状況からいって，外貨表示の取引が現在もなお一般
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的といえるが，この事は，わが国の国際的地位の向上について今後なお多くの
努力を要することを暗示していることでもある。
　次に，価格計算の基準については，プラソト輸出の場合のようにターソ・キ
ー（Turn－key）条件とかフル・『ターソ・キー（Ful1　Turn－key）条件の如き場
合は別として，ごく通常の物品売買であれぽ国際商業会議所（lnternational
Chamber　of　Commerce；ICC，本部パリー）が制定した国際規則Incoterms，1953
（貿易条件の解釈に関する国際規則，International　Rules　for　the　interpretation
of　Trade　Terms）に準拠した貿易条件（Trade　Terms現在九種類の定型貿易
条件と二種類の追加的条件が公表されている）およびその延長として捉えうる変形
（variations）を前提としていると言える。そこで，本項の規定は次のような表
現が考えられる。
　Urユless　otherwise　specified　in　letters　or　messages　by　means　of
telecommunications，　all　prices　submitted　by　the　Sellers　or　the　Buyers
shall　be　quoted　in（currency）on（trade　terms）（name　of　port）basis．
　ここで，Currencyが日本円であれば，当然，　Japanese　Yen，米貨であれば
U．S．　Dollars，英貨であれぽPounds　Sterlingと記載される。勿論，ドル，ポ
ソド，フラソ等については，複数の国家の為替換算比率（rate　of　exchange）
の異なる同一呼称があるので，国名を付した明記が不可欠である。・
　貿易条件（trade　terms）は，　F．O．B．，C．＆F．，C．1．F．が主流を占める。これら
は，一般的にいって使用頻度の高い貿易条件（用語）であるが，それらに続く港
名（場合によっては地名）は使用するtrade　termsによって異なる。
　即ち，F．O．B．であれぽ輸出港名が，　C．＆F．おそびC．1．F．の場合であれば輸
入港名が明示されるこどは自明のことである。
　さて，本項の英文表現で，messages　by　means　of　telecommunicationsと表
現した。今日まで筆者が手にした文献では，いずれも一in　cables　or　letters
あるいは一in　telegrams　or　lettersの表現のみしか見かけない。ここで表
現されているcableもtelegramも，それらが使用された時代的経過の中で判
断すると，いずれも「電報」を意味していることは疑う余地のない事実であ
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る。
　しかし，昭和31年（1956）秋にわが国に導入されたテレ・ックス（TELEX加入
電信）は，現在，電報を遙かに上回る使用頻度を記録しているし，国際ファク
シミリ（FACSIMILE）のサービスも昭和53年（1978）3月から東京・ニュ・’一ヨ
ーク間で公共サービスが開始され，東京・ソウル間のサービスと合わせてその
ネットワークは拡充される機運にある。勿論，専用回線による企業間（本支店
間等）のブァクシミリ・サービスの拡充も時聞の問題と言える。従って，この
ような電気通信（telec・mmunications）手段の発達を考慮に入れると，messages
by　telecommunicationsの表現がcablesあるいはtelegramsだけの表現よ
りも今日の状況に適合していると考える。
　6．貿易条件（Trade　Terms）
　前項で言及したtrade　termsに関しては，一般的にいって価格計算基準を
確定する上での必要性のみが表面的に認識されている場合が多いといえる。
　しかし，用意周到な売買契約書の中（通常，裏面に印刷している取引一般条件の
約款）で見られるように，trade　termsは売手の義務および買手の義務につい
て具体的な意味内容を持っている。従って，それらtrade　termsを何を基準と
して解釈するかについて事前に合意しておくことは大切なことである。この点
については，現在までの文献で見るかぎり取引一般条件協定書の中には見かけ
られないが，INCOTERMS，1953に準拠することを合意しておくことが得策
といえる。何故かといえぽ，F．0．B．に関してみると，米国の改正アメリカ貿易
定義（Revised　American　Foreign　Trade　De丘nitions，1941）では六種類の定義が
なされており，INCOTERMS，1953にいうF．　O．　Bに相当するのはF．　O．　B．
vesselといわねばならないなどの混乱の恐れもあるし，何よりもこれらの規則
はあくまでもrule（規則）であってconvention（条約）ではないからである。
即ち，INCOTERMS，1953は，それ自体に条約的拘束力があるわけではなく，
任意の利用（optional　use）のために国際商業会議所（L　C．C．）が制定し公表し
ているものなので，売買両当事者がINCOTERMS，1953に準拠する旨の合意
をすることによってのみ両当事者間を拘束する効果を生ずるからである。
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　以上のような観点から，本項では，次のような英文表現を明記しておくこと
を適切と考えるのである。
　Unless　otherwise　specifically　agreed　upon，　trade　terms　tO　be　used　in
contracts　between　the　Sellers　and　the　Buyers　shall　be　governed　and
construed　by　the　provisions　of　INCOTERMS，1953．
　7．　引渡（船積）　〔Delivery（Shipment）〕
　本項では，引渡（delivery）に関する取決めを行なう。わが国の場合，一般
貨物の貿易契約においては，F．OB．やC．1．F．など，いわゆる積地条件のtrade
termsで契約がなされているのが一般的といえる。その限りにおいては，引渡
（delivery）と船積（shipment）は同義的に解釈しうる（イソコタームスおよび英
国物品売買法第32条等参照）ので，協定書の条項ではshipmentの見出しで規定し
ている場合が多い。しかし，プラソト輸出で使用されているターン・キー・ポイ
ソト条件であるとか，天然ガスの輸入の場合のような着船渡（ex　Ship）条件の
場合では，輸入地での引渡（delivery）を意味することになるので船積（shipment）
と同義的に解釈することは不可能である。
　本稿では，一般貨物を対象として考えているのでdeliveryニshipmentの場
合を前提として，Shipmentの見出しで本条項を規定することとした。
　船積が約定期間内になされたか否かを立証する書類は言うまでもなく船荷証
券（Bill　Qf　Lading；BXL）である。そこで，その発行日によって船積が約定期
聞内に実行されたか否かを判断することを規定することになる。そして，船積
に関する条件（conditions）を成就したことは無故障船積船荷証券（clean　on
board　BIL）の提供で証明できる。
　次に，不可抗力（force　majeure）であるとか，買手からのLIC（信用状）到
着遅延等によって，売手が約定期聞内に船積を完了することが不可能な場合も
予想されるので，その点についても言及し，また，船積港についても別に定め
のない場合には売手の選択（option）で船積港を選定することにも言及してお
くのが通例である。
　以上のような点を考慮して英文表現を考えると，次のように例示することが
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できる。
　The　Sellers　shall　ship　the　goods　sold　to　the　Buyers　xvithin　the　time
stipulated　in　each　contract．　The　date　of　Bill　of　Lading　shall　be　taken
as　conclusive　proof　of　the　day　of　shipment．
　Unless　expressly　agreed　upon，　the　port　of　shipment　shall　be　at　the
Sellers’option．
　The　Sellers　shall　not　be　responsibユe　for　the　delay　in　shipment　due
directly　and／or　indirectly　to　force　majeure　set　forth　in　the　Article　8
hereof　or　caused　by　the　delay　in　arrival　of　the　relative　letter　of　credit．
　8．不可抗力（Force　Majeure）
　本項では，不可抗力に関する取決めを行なう。不可抗力はforce　maleureと
表現されるのが貿易取引上通例と言えるが，contingencyなる言葉で表現され
ている場合もある（5）。
　不可抗力という言葉は包括的な意味で表現されている用語であるから，単に
不可抗力と表現するのみでは不十分である。何故かといえば，不可抗力を構成
する原因（要因）について，売買両当事者間で意見を異にするとすれば事態が
紛糾するのみで何らの解決にもなりえないからである。そこで，不可抗力の原
因となる事象について，できるだけ具体的に詳細に列記し，最後になおかつ手
落ちのないように包括的な表現をすることが望ましいといえる。
　不可抗力の事態が発生あるいは存続している場合には，例えば，工場火災の
場合のように，船積が直接的影響を受けて不可能となる場合だけでなく，鉄橋
や道路の崩壊で交通が遮断され工場から船積港までの輸送が不可能となり，間
接的影響を受けて船積ができなくなることも予想される。従って，直接および
間接的な不可抗力によって船積不能になることを予想した条文作成が必要とな
る。
　船積不能となるような不可抗力の原因が世界的なニューズ・ヴァリューを持
つものであれぽ，マスコミの電波に乗って世界各国に周知されることは十分予
想できるのでi買手もそれによって不可抗力の発生あるいは存続を知ることが
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できるであろう。しかし，不可抗力による船積遅延の場合の売手の契約上の義
務としては，その発生あるいは存続について電気通信の手段で買手に通知する
とともに，それを立証する公的機関　（最寄りの商工会議所あるいは買手国の領事館
等）の証明書を取得して速やかに買手に送付する必要がある。
　以上のような点を考慮して英文表現を考えると，次のように例示することが
できよう。
　The　Sellers　shall　no亡be　responsible　for　any　delay　in　shipment　due
directly　and／or　indirectly　to　force　majeure，　such　as　fires，　fioods，
earthquakes，　typhoons，　strikes，　lockouts，　riots，　civil　commotions，
mobilization，　war，　hostilities，　requisition　of　vessels，　blockades，　embargoes，
epidemics，　plagues，　and　any　other　conting6ncies　which　prevent　shiprnent
within　the　period　stipulated　in　each　contract。　In　the　event　of　any　of
these，causes　arising，　the　Sellers　shall　promptly　inform　the　Buyers
by　means　of　telecommunications　of　its　occurrence　or　．　existence，　and　also
submit　tQ　the　Buyers　without　delay　a　certificate　issued　by　either
（chamber’s　name）Chamber　of　Commerce　and　Industry　or　a　consul　of　the
Buyers’country　stationing　in　Japan．
　9．　遅延した船積（Delayed　Shipment）
　本項では，不可抗力の発生あるいは存続に起因する船積遅延についての処理
方法を具体的に規定する。
　売手および買手は，予期しない不可抗力に起因する船積遅延が生じた場合に
は，公平性を重んじてその処理をするのが常識である。即ち，買手は，ある一
定期間の船積遅延は無条件に認め，信用状決済であれば当該信用状の船積期限
および有効期限の延長手続を取ることになる。
　しかし，約定の遅延期聞が経過してもなおかつ船積不可能な場合には，当該
約定期間が経過した時点で買手は更に船積遅延を認めるか，あるいは当該契約
を解消するかの選択権を留保することを規定する。もし解約することを買手が
選択するとすれぽ，買手は売手に対していかなる方法で解約の旨を伝達するか
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についても規定するめが常識である。
　以上のような点を考慮して英文表現を考えると，次のように例示できよう。
　In　all　cases　of　force　majeure　provided　in　the　Article　8　hereof，　the
time　of　shipment　stipulated　shall　be　extended　for　a　period　of（Numeral
in　Ietters　and　numbers）days，　and　the　Buyers　shall　agree　to　take　late
shipment　without　allowance．
　In　case　shipment　within　the　extended　period　should　still　be　prevented
by　a　continuance　of　the　causes　stipulated　irl　the　Article　8　0r　the
consequences　thereof，　it　shall　be　at　the　Buyers’option　either　to　allow　the
late　shipment　of　the　goods　or　to　cancel　the　contract　by　giving　the
Sellers　the　notice　of　cancellation　by　means　of　telecommunications．
　10．決済（Payment）、
　本項では，決済条件（terms　of　payment）についての取決めを行なう。
　決済条件としては，売手が前払（Advance　Payment）を要求することは稀な
ことであるから，積送品の所有権（property　in　goods　shipped）を表象する船
荷証券（Bill　of　Lading）（6）を中核とする船積書類（shipPing　documents）と為替
手形（Bill　of　Exchange；Draft）の提供，即ち，荷為替（Doculnentary　Exchange）
の国際的仕組みを利用して決済するのが通例である。
　さて，ここで問題となるのは，輸出時点での荷為替手形（Documentary　Bill
of　Exchage；D。cumentary　Draft）の買取（negodation）の上で大きな効果を発
揮する信用状（L／C）を前提条件とするか否かの点であり，更に為替手形に関
連してその手形期限と船積書類引渡条件の点である。敷術して具体的に述べる
と，取消不能信用状（Irrevocable　LIC）を必須条件とするか否かの問題が第1
点であり，手形の期限を一覧払い（Sight　Bi11）とするか一覧後あるいは船積後
30日払いというように期限付（Time　Bill）とするかの問題が第2点であり，船
積書類の引渡条件を「（手形）引受書類渡（D。cuments　against　Acceptance＝
D／A）」とするか，　「（手形）支払書類渡（Documents　against　payment＝D／p）」
とするかの問題が第3点である。
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　第1点の取消不能信用状に関して言えば，戦後の民間貿易再開以来今日ま
で，わが国の輸出取引の決済についてはこの取消不能信用状が決済の基本をな
してきた〔7）。　しかし，昭和53年（1978）10月2日より，繊維，繊維製品，雑貨
を対象とし22力国向け輸出の場合（この場合は依然として取消不能信用状を標準決済
方法とする。わが国輸出総額の約5％が対象となるといわれる。）（8）を除いて，取消不
能信用状を基本とする輸出の標準決済方法の法規制は撤廃された〔9｝。
　次に，第2点の手形の期限に関しては，標準決済方法に関する大蔵省令（輸
出の部）で一覧後について150日以内を，船積後については180日以内のユーザ
ンス（支払猶予期間Usance）を認めているので，その範囲内の取決めであれぽ
輸出の場合は問題ない。
　第3点の船積書類の引渡条件については，一覧払手形であれぽ当然DIP条件
である。しかし，期限付手形の場合には，D／P条件かD／A条件かの問題は輸
出者にとって特に重要である。
　D／A条件は，輸入者が輸出者の本支店の間柄であるとか，信用絶大な輸入者
であれぽともかく，輸出者にとっては手形の引受のみによって船積書類を渡す
（即ち，支払前に積送品を輸入者に引渡す。）ことになるので危険負担が増大する。
特に，信用状を伴わないD／PあるいはD／A決済は輸出者としてリスク負担が
大きいことは言うまでもない。
　なお，D／P　Time　Billについては，銀行の立場から考えると船積書類の保管
責任など銀行の負担が大きいので歓迎されない。取引の中でDIP　Time　Billは
皆無ではないが，D／Pの場合には一覧払手形が一般的といえよう。
　さて，以上のことを念頭におきながら，ここでは信用状決済を前提とした条
文の英文表現を考えてみると次のようになる。
　Drafts　shall　be　drawn　at　sight鋤　under　credits〔11｝，　with　shipping
documents　attached，　for　the　full　invQice　amount．
　11．信用状（Letter　of　Credit）
　本項では，信用状決済を前提a2として，その種類，発行時期，有効期限等に
ついての規定を行なう。
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　信用状に関しては，国際商業会議所（1．C．C．）が制定した「Uniform　Customs
and　Practice　for　Documentary　Credits，（1974　Revision），1．C，C．　Publication
No．290（荷為替信用状に関する統一規則ならびに慣習）」が現存し，その第1条a
項において，Credits　may　be　either　i）revocable，or　ii）irrevocable．と規定
している。
　しかし，取引上の実効性から言って，貿易取引の場で用いられる信用状は当
然，取消不能信用状（lrrevocable　Letter・f　Credit）でなくてはならない。
　また，信用状は，この取消不能信用状を基礎として，譲渡可能信用状，ITrans－
ferable　LIC）や確認信用状（C。n丘rmed　L／C）など，　それぞれの機能によって
いろいろな呼称がある。
　次に，信用状の発行時期については，多くの用例が契約成立後直ちに（i’mm－
ediately　after－）〔1⇒と表現しているが，この点は具体的に期間（日数）を明示
するのが売手にとって望ましいし（14，買手としても曖昧なものよりも確定して
いるほうがより能率的ともいえよう。
　有効期限については，　「1974年改正の信用状統一規則」　（略称）によって・
Stale　BILが船積後（船荷証券の日付後）21日以上経過した場合を意味すること
に統一解釈されたことに鑑み，不測の事態による船積遅延を予想して，船積最
終日（船積期限）より21日間有効な信用状を発行することを前提とした英文例示
も見られるα51。
　勿論，船積期限より21日間有効な信用状を発行することを買手が承諾するの
であれば，あるいはそのように買手を説得し承諾させるのであれぽ，それ自体
何らの問題も生じない。
　しかし，取引の常識からいって，船積後10日間程度を書類作成のための日数
として定めることになると考えられるし，現実にもそのような日数の信用状が
一虚的に見られる。しかも，現在の信用状では，Special　conditionsの欄におい
て，Documents　must　be　negotiated　within＿＿days　after　date　of　Bill　of
Lading／Air　Waybill／Delivery　Order．aeの印刷がなされており・この欄の
within．．＿．daysのところには，通常・10日程度がタイプされることになる。
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　これは，言うまでもなく，例えぽ船積時期が11．月，LIC有効期限が12月10日
の場合に，船積が11月5日になされ，LIC統一規則第41条に言う21日以上を経
過しない範囲で書類が呈示されるとすれぽ，銀行はその書類を正当なものとし
て受理しなけれぽならないし，もしそうであれば銀行の負うリスクが予見され
るので，21日間を通例的には10日間程度に短縮しているものである。
　また，「不可抗力による積遅れの場合に積期を21日間延ばしているから，こ
れに対応して信用状の有効期限も21日間長くしたものである。（英文は，Credit
shall　be　Inade　available　twenty－one　（21）days　beyond　shipping　promi§e　in
o「de「to　Provide　for　unavoidable　delays　of　shiplnent．となっている）」aOという
例示も見られるが，L／Cの船積期限と有効期限が同一の場合であれぽともかく，
両者が異なる場合には，船積遅延が生ずれば，少くとも船積期限の延長のため
LICを修正（amendment）する必要が生ずる。
　もしそうであるとすれば，船積期限の修正の時に有効期限の延長も同時に修
正すればよい。このように考えると，船積期限後21日間の猶予をおいてLICの
有効期限を設定することは，少くとも買手と銀行にとっては不安がつきまとう
し，輸送期聞の短い地域との貿易取引の上では書類の到着がますます遅延する
心配が生じてくる。
　さて，以上のような観点を中心的に考慮して信用状に関する条項の英文表現
を考えると，次のように例示することができる。
　Banker’s　Irrevocable　Letter　of　Credit　with　prime　bankers　shall　be
opened　in　favor　of　the　Sellers　by　means　of　telecommunications　or　mai1，
as　the　case　may　be，　within　（numeral　in　letters　and　numbers）　days　after
conclusion　of　con亡ract；　credit　shall　be　made　available　for　（numeral　in
Ietters　and　numbers）days　beyond　the　contracted　tirne　of　shipment．
　12．海上保険（Marine　Insurance）
　本項では，C．1．　F．契約における海上輸送を前提として，運送上の危険をカ
バーするための取決めを行なう。即ち，保険条件，保険金額，保険証券に表示
する通貨および保険金支払地等について規定する。
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　保険条件は，C，1．F．に関するIl　COTERMS，1953規定では売手の付保義務
としてF．P．A．（分損不担保）条件を義務づけている。しかし，この条件は航海
中の潮濡損害をいとわない鉄鉱石などの場合ならともかく，一般の貨物に対し
ては不十分である。従って，W．　A．（分損担保）条件を基本として，取引品目
に応じて追加危険（extrane。us　risks）を考慮して追加付保するか，包括的に追
加危険をカバーするAll　Risks（全危険担保）条件を取決めることになろう。し
かし，オール・リスクスといっても，戦争およびストライキ約款は除外される
ので，追加付保して，通常，All　Risks　including　War　Risks　and　Strikes，
Riots，　and　Civil　Commotions　Risksのように特約することになる。・
　しかし，取引一般条件協定書では，オール・リスクス条件を持出すよりも，
分損担保条件を取決めるのが妥当といえる。何故かといえば，その時々の取引
環境に応じた付保条件について買手の希望を受け入れる余地を残したほう・が公
平性にかなうと思うからである。
　次に保険金額（insured　amount）については，　INCOTERMS，1953の売手の
義務第5項に規定されているとおり，C．1．F．金額プラスその100／o，即ち，C．1．F．
金額の110％相当額とする。この10％は，勿論，買手の見込利益（Buyer’s
expected　pro丘t）として保険会社も当然に認めている割合である。
　保険証券に表示する通貨は，売買契約で用いた通貨と同一であるのが通例で
あり，保険金の支払地は買手がいる仕向地となるのが普通である。
　以上のような点を考慮しながら英文表現を考えると次のように例示できる。
　The　Sellers　shall　effect　marine　insurance　on　all　shipments　on　W．A．　for
asum　equal　to　the　amount　of　the　invoice　plus　ten（10）percent，　if　no
other　conditions　are　particularly　agreed　upon．
　War　Risks　and　any　other　additional　conditions，　if　required　by　the
Buyers，　shall　be　agreed　upon　prior　to　conclusion　of　contract　and　shall
be　covered　by　the　Sellers　for　account　of　the　Buyers．
　All　insurance　policies　Qr　certificates　shall　be　made　out　in　U．S．　Dollars
and　claims，　if　any，　payable　at　Seattle．⑱
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　13．　ファーム・オファー（Firm　Offer）
　本項ではファーム・オファー（承諾回答期限付確定申込）についての規定を行
なう。
　Offerには，（イ）承諾回答期限（有効期間）のない申込（Free　offer；Offer　without
engagement；Offer　subject　to　c・n丘rmationなどと呼ばれる），（ロ〉先売条件付申込
（Offer　subject　to　prior　sale；Offer　subject　to　being　unsoldなどと呼ぽれる），
㈲点検条件付申込（Offer。n　appr。val；Offer　on　sale　or　returnなどと呼ばれ
る），（；）承諾回答期限付確定申込（Firm　Offer），があるが，取引一般条件協定書
の中ではこれらの中で最も重要な意味を持つファーム・オファーについて規定
する。
　ファーム・オファーと言う場合，firm　offer　to　buy（買いの承諾回答期限付確
定申込）とfirm　offer　to　se11（売りの承諾回答期限付確定申込）が考えられるが，
firm　offer　to　buyは，実務上，　Bidと呼んでいるee。
　従って，ファーム・オファーと言う場合は暗黙のうちに売手からの承諾回答
期限付確定申込（firm　offer　to　sel1）を意味していることが多いと思われる）b：Po），
やはり，ファーム・オファーといえぽ承諾回答期限（有効期間）が付された申
込（firm。ffer　t。　sellおよびfirm　offer　to　buy＝bidの双方を意味する）と解す
べきである。
　ファーム・オファーは，周知のとおり，わが国の法律　（民法第521条第ユ項参
照）に準拠するかぎり，さらに，取引上の信頼性の観点からいっても，発信後
の修正，変更，撤回は不可能であるし，またそうすべきではない。ファーム・
オファーが発信された場合，被申込者（offeree）がその内容を無条件に承諾
（unconditiQnal　acceptance）すれば売買契約は成立する。しかし，被申込者が
申込に条件を付して反対の意思を表明した場合にはCounter　Offerとなる。カ
ウγター・オファーは，民法第528条の規定に見られるごとく，原申込の拒絶と
ともに新しい申込（new　offer）を行っていることを意味する。従って，カウソ
ター・オファーを受けた当事者は，提示された条件について検討することにな
る。検討の結果，カウソター・オファーの条件に不服で，更に別個の条件を付
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して反対の意思表示をするとすれぽ，それもカウソター・オファーと呼ぽれ
る。このような交渉の過程を経て双方の意思が一致し，いずれか一方からの無
条件承諾がなされれば売買契約（Contract．of　Sale）の成立をみる。しかし，不
幸にして，被申込者の拒絶とか設定された有効期間が経過すれぽファーム・オ
ファーは効力を失うことになる。
　さて，本項で問題となるのは，承諾の意思表示の効力発生の時点である。即
ち，テーブルを前にして売買両当事者が商談する場合とか，国際電話，テレッ
クスの場合は，承諾の意思表示に関する一般原則（民法第97条第1項）　のとお
り，国際的にも到着時点をもって有効となることが確立されている。
　しかし，問題なのは，1818年の英国の判例（Adams　v．　Lindsel1事件）etに基礎
をおく，郵便と電報の場合の発信原則に関してである。わが国の民法では，第
526条第1項において発信の原則を認めながら，第521条第2項において実質的
には到着を条件として規定し，申込者の立場を保護する規定が見られる。
　以上のとおり，わが国の法律に準拠して売買契約が締結される限り問題はな
い。しかし，国際間の商取引が常にわが国の法律に準じて契約される保証はど
こにもない。
　そこで，郵便，電報の場合の発信原則を実務上では到着の原則に変更してお
くことが，売買両当事者にとって望ましいことである。その変更の手続は，売
買両当事者間でファーム・オファーの発信のたびごとに到着の原則を明示する
ことでもかまわないが，それでは煩わしいことでもあるし，電報料からみても
不経済なことなので，取引一般条件協定書の中に明示し到着原則を合意するの
である。そうすることによって，発信原則は売買両当事者間において到着原則
として有効となるのである。
　以上のような観点に，通信手段の発達した今日の状況を加味して英文表現を
考えると，次のように例示することができよう。
　Unless　otherwise　specifically　stated，　all　offers　by　means　of　telecom－
munications　shall　be　considered‘‘firm”subject　to　reply　being　redeived
within（hours　or　days　in　letters　and　Numbers）from　and　including　the　time
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0f　dispatch．　Sundays　and　Nationa1］日［01idays　are　excepted．
　この英文表現の中で　within＿＿の空白の部分に，有効期間（時間あるいは日
数）を，例えば，－T－一一within　seventy－two（72）hoursとか，－within　five
（5）daysのように明示する。
　なお，，貿易取引の場合，郵便でファーム・オファーすることは，仮りにあると
しても稀なケースと思われるので，通常は，電気通信〔特に，電報（telegram），
および公共用ファクシミリ・サービス（facsimile）〕によるオファーの交換を・
前提として協定することになる。
　14　注文（Orders）
　本項では，ファーム・オファーによる売買契約の成立以外の場合を対象とし
て，買手からの注文が売手に届いても，それ自体を契約の成立とは見倣さない
旨を規定する。即ち，注文は買い申込の意思表示に過ぎず，売手がその注文を
確認するまでは契約成立と見倣さないことを明示するのである。
　英文表現としては次のような表現となる。
　NQ　orders　shall　be　binding　upon　the　Sellers　until　acceptance　is
confir㎡ed　by　the　Sellers　by　means　of　telecommunications，　except　in
cases　where　firm　offers　are　accepted．
　なお，except　in　cases　where　firm　offers　are　accepted　by　the　Buyers
とby　the　Buyersを付した条文例も見かけられるPmが，ファーム・オファー
の場合の売買契約成立方式として，売手からのファーム・オファーあるいはカ
ウソター・オファーが買手によって無条件に承諾される場合はもちろんのこ
と，買手からのカウソター・オファーを売手が無条件に承諾することも当然に
予想できる。したがって，－where　firm　offers　are　accepted．のように
by　the　Buyersを付さないで結文することも可能といえる。
．15．売買契約書の作成（Contract　Notes）
　本項では，電気通信の手段によって締結された取引は，売買契約書によって
確認されることを取決め，また，契約書によって確認された取引は一方的に破
棄することができない旨を明らかにして奏く。
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　通常，貿易売買契約は諾成契約であり，口頭（by　word　of　mouth押によっ
ても有効に成立するが，成立した契約の内容は文書で（in　writing）確認する
のが常識である。何故かといえぽ，貿易売買契約は未履行条件付売買？4である
から，契約条件の履行上手落があっては条件違反，損害賠償請求といった好ま
しからざる結果を招来することになるからである。そこで，契約実行上の万全
を期するため　（積極的な理由）と条件違反や損害賠償をめぐって商事紛争に発
展した場合の解決に関して客観的な判断基準とするため（消極的な理由）に文書
による確認をする。その文書が売買契約書（Contract　of　Sale；Sales　Contract）
である。一般の売買においては，契約の成立時に売手からはSales　Note（売約
書）買手からはPurchase　Note　（買約書）tlsあるいはPurchase　Order（注文書）
を作成して相手方に送付し，Countersignを求めて一部（Duplicate）を返送さ
せ，売買両当事者が一通ずつ持ち合う方法で略式に確認するのが通例といえ
る。
　さて，このような点を考慮して英文表現を考えると次のように例示すること
ができる。
　All　transactions　closed　by　means　of　telecommunications　shall　further
be　confirmed　by　contract　notes　without　delay，　and　contracts　thus　confir－
med　shall　not　be　cancelled　unless　by　mutual　consent．
　16．工業所有権（lndustrial　Property）
　本項では，工業所有権について規定する。即ち，買手から送付された見本
（Sample）あるいは仕様説明書（Specifications）等に基づいて生産し輸出する
場合とか，買手指定の商標（Trade　mark）を付する場合が予想される。その
ような場合に，売手が不用意であると，輸入地（あるいは輸出地）での工業所有
権をめぐる紛争に巻き込まれ，不測の損害や信用失墜の恐れが考えられる。そ
こで，そのような点を考慮して，売手としては売手免責の旨を協約しておくの
が常道である。英文としては，次のように例示することができよう。
　In　cases　where　the　Buyers　request　the　Sellers　to　manufacture　the
goods　on　the　Buyers’samples　and／or　specifications，　or　other　instructions，．
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the　Sellers　shall　not　be　responsible　for　any　infringement　with　regard　to
patent，　utility　model，　brand，　trade　mark，　design，　copy　right，　or　any
other　legally　protected　right　in　merchandise，　whether　in　the　Sellers，
country　or　any　other　places．
　　In　case．any　dispute　and／or　clairn　arises　in　connection　with　the　above
right　and／or　rights，　the　Sellers　shall　reserve　every　and　all　rights　to
cancel，　make　null　and　void　the　contract　at　the　Sellers’discretion　and
hold　the　Sellers　free　from　a町liability　arising　therefrom．
　　The　Buyers　shall　be．responsible，　in　such　a　case，　for　every　loss　and／or
damage　caused　thereby．
　　17．荷印（Marking）
　　本項では，荷印について規定する。買手の指図があれぽ，買手の要請を受け
入れて指定の荷印を付けることが望ましいが，そのような買手の指歯がない場
合には，売手として用意している荷印を付ける旨を約定しておくことが望まし
い。
　　英文表現としては次のように例示することができよう。
　　　　　　Except　in　cases　where　any　specific　marking　instructions　are　given　to
the　Sellers　by　the　Buyers，　each　package　fQr　shipment　shail　bear　the
following　marks　with　the　name　of　port　of　destinatiQn，　running　package
numbers　and　the　name　of　the　country　of　origin：
FINE
18。損害賠償の請求と仲裁（Claim　and　Arbitrati。n）
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　本項では，クレームの提起に関する手続と，商事紛争の解決方法について規
定する。
　クレームの提起については，その期間と通告方法について取決める。
　クレームが提起された場合，その解決については，売買両当事者間で和解の
道を求めて相互に譲歩し友好裡に解決するのが最も望ましいことは多言を要し
ない。
　しかし，売買両当事者間で妥協（C・mpromise）の糸口がつかめず，不幸にし
て，商事紛争（commercial　dispute）に発展することも予想しなくてはならな
い。そこで，もし商事紛争に発展した場合は，第三者の介入を求めて解決の道
をさぐることになる。その場合に，如何なる方法があるかと考えてみると，調
停（Mediation），仲裁（Arbitration），訴訟（Litigation）の三つの方法があるこ
とがわかる。しかし，調停は，商事紛争に係わる当事者が調停案に服すれぽ成
功するが，いずれか一方の当事者が不服を唱えると調停は不成功に終わる。即
ち，調停には拘東力がないのである。
　そこで，最終的には，仲裁か訴訟かの選択となる。この両者を比較すると
き，貿易取引上では仲裁が遙かに有利であることがわかる。
　仲裁は，非公開の仲裁法延（arbitration　tribunal）で，両当事者が所定の仲
裁人名簿（panel　of　arbitrators）の中から選定した仲裁人（arbitrator）を中心
に紛争案件の審理が行なわれる。仲裁は，仲裁裁定（書）〔award，訴訟の場合の判
決（judgement）に相当する。〕が示されるまでに比較的短期間ですむし，費用も
安く，仲裁人は貿易取引の知識と経験を持っているので単なる法規との杓子定
規の解釈のみではない。さらに，上告することもできない，など訴訟に比較し
て数々の長所がある。しかも仲裁裁定は，法廷（court）における判決と同一の
効果を持つことも保証されているし？ei，国際的にも仲裁裁定の効果は保証され
ている吻。　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　ただ，この仲裁が有効となるための前提条件として，（1）仲裁付託（subrnission
t。。，bitrati。・），（2）仲裁地（place・f・・bit・ati・n），（3）仲裁機関（・rg・n・f
arbitration）の3点についての当事者間の合意を必要とする暁そこで，これら
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の点について予め合意しておくために本項で明示しておくのである。合わせ
て，仲裁は上告できないので，仲裁裁定が最終的であり，かつ両当事者にとっ
て拘束力を有するものであることも明示する。
　なお，仲裁の場合の短所としては，仲裁人が選任された側の利益を代弁する
危惧がありはしないか，即ち，公平性（impartiality）の原則を守り通せるか否
かの一抹の不安を上げることができようOS。しかし，仲裁の本質からいって，そ
のようなことがあってはならないし憶測すべきではないと考える。
　以上のような点を考慮に入れて英文表現を考えると，次のように例示するこ
とができよう。
　Claims，　if　any，　shall　be　filed　by　means　of　telecommunications
within＿＿＿（1）days　from　the　date　of　final　discharge　of　the　goods　at
destination，　and　the　certificates　by　recognized　surveyors　shall　be　sent
to　the　Sellers　by　air　mail　without　delay．　Claims　lodged　after　the　lapse
of＿＿＿（2）days　shall　be　considered　as　null　and　void．　Claims　and
disputes　which　can　not　be　amicably　settled　between　the　Sellers　and　the
Buyers　shall　be　submitted　to　and　settled　by　arbitration　in．．．．．．＿（3）in
pursuance　of　the　arbitration　rules　of．＿．．＿（4），　whose　award　shall　be丘naI
and　binding　upon　both　parties．
注（1）のところには日数を，例えぽ，15日とすれぽ丘fteen⑮のように記入する。
　　（2）のところは（1）のところに記入する日数と同じ日数を記入する。
　　（3）のところは仲裁地を，例えば，日本で仲裁するのであればJapanと記入する。
　　（4）のところは仲裁機関を，例えぽ，国際商事仲裁協会を選ぶのであればThe　Japan
　Commercial　Arbitration　Associationと記入する。　　　　　－
　19．準拠法（Governing　Law）
　本項では，準拠法について取決めを行なう。勿論，取引相手あっての貿易活
動であるから，わが国の法律の適用を強制することが不可能な場合も多いと思
われるが，わが国の売手あるいは買手である限り，後日，取引先との関係で修
正するとしても，取敢えず，日本の法律に準じて解釈する旨を明示しておくこ
とが得策であろう。
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　英文表現としては次のように例示できる。
　All　transactions　to　be　concluded　herlafter　between　the　Sellers　and　the
Buyers　shall　be　governed　and　construed　in　accordance　with　the　laws
of　Japan．
　20．末尾文言と署名（Closing　Paragraph　and　Signatures）
　本項では，協定書の署名日と作成通数および協定書の発効日を規定し，署名
する。そして，売手および買手が，両者署名済の同一内容の協定書各一通を持
ち合い，協定発効日以後の取引の上で円滑な取引活動の基礎を形成するもので
ある。
　英文表現としては次のように例示できよう。
　In　witness　whereof，　the　Sellers　have　signed　in　duplicate　on．．．，．＿．（1）
in，．．．．．．．．（2），　Japan，　and　the　Buyers　have　signed　in　duplicate　on．．．，，．．．．（3｝
in，．．．．．．．．（4）
This　Agreement　shall　be　valid　on　and　from＿．．．＿（5），　and　any　of　the
Articles　in　this　Agreement　shall　not　be　changed　or　modi丘ed　unless　mutually
agreed　upon．
　　　The　Buyers：．＿．＿．．．＿．．．，（6）　　　The　Sellers：．＿．．．．．．．．．＿．．（7｝
注；（1）売手が署名する年月日を記入する。
　　（2）売手の所在する都市名を記入する。
　　（3）買手が署名する年月日を記入する。
　　（4）買手の所在する都市名と国名を記入する。
　　（5）協定の発効日を記入する。
　　（6）買手の会社名，サイソ，署名者の確認，役職名を記入する。
　　（7）売手の会社名，サイソ，署名者の確認，役職名を記入する。
　以上，各条項について検討を加えてみたが，少くとも問題提起した第1点に
ついては，取引環境の変遷に呼応して英文表現を修正することができたと考え
る。
　なお，協定書全文のまとめとして，英文を整理すると，次のような取引一般
条件協定書の1例を示すことができる。
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　　　　　　　　AGREEMENT　ON　GENERAL　TERMS　AND
　　　　　　　　CONDITIONS　OF　BUSINESS
It　is　hereby　agreed　between………（d），　hereinafter　called　the　Sellers，　and
……iロ），hereinafter　called　the　Buyers，　that　all　business　shall　be　conducted
on　the　following　terms　and　conditions：
（1）BUSINESS：All　business　shall　be　transacted　as　between　principals；
namely，　both　parties　act　on　their　own　account　and　responsibility．
（2）GOODS：Goods　in　business，　theit　unit　to　be　quoted．，　and　their　mode　of
packing　shall　be　as　stated　in　the　Attached　List．
（3）PRICES：Unless　otherwise　speci丘ed　in　letters　or　messages　by　means　of
telecommunications，　all　prices　submitted　by　the　Sellers　or　the　Buyers　shall
be　quoted　in．．．．．．．．．←うon．．．■■．．．．（：→basis．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
（4）TRADE　TERMS：Unless　otherwise　speci丘cally　agreed　upon，　trade　terms
to　be　used　in　contrac亡s　between　the　Sellers　and　the　Buyers　shall　be
governed　and　construed　by　the　provisions　of　INCOTERMS，1953，
〈5）SHIPMENT：The　Sellers　shall　ship　the　goods　sold　to　the　Buyers　within
the　time　stipulated　in　each　contract．　The　date　of　Bill　of　Lading　shall　be
taken　as　conclusive　proof　of　the　day　of　shipment．
Unless　expressly　agreed　upon，　the　port　of　shipment　shall　be　at　the　Sellers’
option．
The　Sellers　shall　not　be　responsible　for　the　delay　in　shipment　due　directly
and／or　indirectly　to　force　majeure　set　forth　in　the　Article　8　hereQf　or
caused　by　the　delay　in　arrival　of　the　relative　letter　of　credit．
（6）FORCE　MAJEURE：The　Sellers　shall　not　be　responsible　for　any　delay　in
shipment　due　directly　and／or　indirectly　to　force　majeure　such　as　fires，
floods，　earthquakes，　typhoons，　strikes，　lockouts，　riots，　civil　commotions，
mobilization；war，　hostilities，　requisition　of　vessels，　blockades，　embargoes，
epidemics，　plagues，　and　any　other　contingencies　which　prevent　shipment
within　the　period　stipulated　in　each　contract．
In　the　event　of　any　of　these　causes　arising，　the　Sellers　shall　promptly　inform
the　Buyers　by　means　of　telecommunications　of　its　occurrence　or　existence，
and　also　submit　to　the　Buyers　without　delay　a　certificate　issued　by　either．．．
＿㈲Chamber　of　Commerce　and　Industry　or　a　consul　of　the　Buyers’country
stationing　in　Japan．
（7）DELAYED　SHIPMENT：In　all　cases　of　force　majeure　provided　in　the
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Article　8　hereof，　the　time　of　shipment　stipulated　shall　be　extended　for　a
period　of・・一…←N　days，　and　the　Buyers　shall　agree　to　take　late　shipment
without　allowance．
In　case　shiprnent　within　the　extended　period　should　still　be　prevented　by
continuance　Qf　the　causes　stiplated　in　the　Article　8　Qr　the　consequences
thereof，　it　sha11　be　at　the　Buyers’option　either　to　allow　the　late　shipment
of　the　goods　or　to　cancel　the　contract　by　giving　the　Se11ers　the　noticρ　of
cancellation　by　rneans　of　telecommunications．
（8）　PAYMENT；Unless　otherwise　speci丘cally　agreed　upon，　drafts　shall　be
drawn　at．，．＿．．．（卜）under　credits，　with　shipPing　documents　attached，　for　the
full　invoice　amount．
（9）　LETTER　OF　CREDIT：Banker’s　Irrevocable　Letter　of　Credit　with　prime
bankers　shall　be　opened　in　favor　of　the　Sellers　by　means　of　tele－
communications　or　mail，　as　the　case　may　be，　within．＿＿．（f）days　after
conclusion　of　contract；credit　shall　be　made　available　for．．＿．＿（り）days　beyond
the　contracted　time　of　shipment．　　　　　　　　　　　　　　・
㈹　MARINE　INSURANCE：In　case　of　C．1．F．　contracts，　the　Sellers　shalI
effect　marine　insurance　on　all　shipments　on　W．A．　for　a　sum　equal　to　the
amount　of　the　invoice　plus　ten　（le）　percent，　if　no　other　conditions　are
particularly　agreed．upon．
War　Risks　and　any　other　additional　conditions，　if　required　by　the　Buyers，
shall　be　agreed　upon　prior　to　conclusion　of　contract　and　shall　be　covered　by
the　Sellers　for　account　of　the　Buyers．
All　insurance　policies　or　certificates　shall　be　made　out　in………（ヌ）and　claims，
if　any，　payable　at．＿＿。．QL）
⑪　FIRM　OFFER：Unless　otherwise　speci丘cally　stated，　all　offers　by　means・
of　telecommunications　shall　be　considered　‘‘firm，，　subject　to　reply　being
received　within＿＿．．．㈹　　from　and　including　the　time　of　dispatch．　Sundays
and　National　Holidays　are　excepted．
a2）　ORDERS：No　orders　shall　be　binding　upon　the　Sellers　until　acceptance』
is　con丘rmed　by　the　Sellers　by　means　of　telecommunications，　except　in　cases
where丘rm　offers　are　accepted．
⑯　CONTRACT　NOTES：All　transactions　closed　by　means　of　telecommuni・
cations　shal】further　be　confirmed　by　contract　notes　without　delay，　and
contracts　thus　con丘rmed　shall　not　be　cancelled　unless　by　Inutual　consent．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（iの　INDUSTRIAL　PROPERTY；In　cases　where　the　Buyers　request　the
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Sellers　to　manufacture　the　goods　on　the　Buyers’samples　and／or　speci丘cations，
or　other　instructions，　the　Sellers　shall　not　be　responsible　for　any　infringement
with　regard　to　patent，　utility　mode1，　brand，　trade　mark，　design，　copy
right，　or　any　other　legally　plrotected　right　in　merchandise，　whether　in　the
Sellers’country　or　any　other　places．
In　case　any　dispute　and／or　claim　arises　in　connection　with　the　above　right
and／or　rights，　the　SeUers　shall　reserve　every　and　all　rights　to　cancel，　make
nu11　and　void　the　contract　at　the　Sellers’discretion　and　hold　the　Sellers　free
from　any　liability　arising　therefrom．
The　Buyers　shall　be　responsible，　in　such　a　case，　for　every　loss　and／or
damage　caused　thereby．
㈲　MARKING：Except　in　cases　where　any　specific　marking　instructions　are
given　to　the　Sellers　by　the　Buyers，　each　package　for　shipment　shall　bear
the　following　marks　with　the　name　of　port　of　destination，　running　package
numbers　and　the　name　of　the　country　of　origin：
FINE
⑯　CLAIM　AND　ARBITRATION：Claims，　if　any，　shall　be　filed　by　means
of　telecommunications　within…・・…・（ワ）days　from　the　date　of丘nal　discharge
of　the　goods　at　destination，　and　the　certificates　by　recognized　．surveyors
shall　be　sent　to　the　Sellers　by　air　mail　without　delay．
Claims　Iodged　after　the　lapse　of………〔カ）’р≠凾刀@shall　be　considered　as　null　and
void．
Claims　and　disputes　which　can　not　be　amicably　settled　between　the　Sellers
and　the　Buyers　shall　be　submitted　to　and　settled　by　arbitration　in………（ヨ）in
pursuance　of　the　arbitration　rules　of＿＿＿（タ），　whose　award　shall　be　final　and
binding　upon　both　parties．
（10GOVERNING　LAW：All　transactions　to　be　concluded　hereafter　between
the　Sellers　and　the　Buyers　shall　be　governed　and　construed　jn　accordance
with　the　Iaws　of………（レ）．　In　witness　whereof，　the　Sellers　have　signed　in
duplicat．e　on＿．．＿，（ソ）　in＿＿．．．（xy），　Japan，　and　the　Buyers　have　signed　in
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duplicate　on．．．．．．．，，（ネ）in　．．．．．．．．．Cナう．
This　Agreement　shall　be　valid　on　and　from………（ラ），　and　any　Qf　the　Articles
in　this　Agreement　shall　not　be　changed　or　modi丘ed　unless　mutually　agreed
upon・
The　Buyers：．　　　　．．（A）
　　　　　　　　，．．．．．．，．（ウ）
　　　　　　　　　　＿（ノ）
The　Sellers：．．＿　．＿＿．（オ）
　　　　　　　　．＿　．．（ク）
　　　　　　　　　　．．㈹
（注）（イ）
　　　（ロ）
　　　㈲
　　　（t）
　　　（ト）
　　　（リ）
　　　（ヌ）
　　　（／・D
　　　伝）
??????????????????
輸出者名とその所在地を記入。
輸入者名とその所在地を記入。
通貨の呼称を記入。
C．1．F．等，貿易条件（Trade　terms）を記入。
輸出者の所在地にある商工会議所名を記入。
日数を文字と数字（数字はカッコする）で記入。
一覧払い，一覧後～日払い，船積後～日払い，など手形の期限を記入。
日数を文字と数字（数字はカッコする）で記入。
日数を文字と数字（数字はカッコする）で記入。
通貨の呼称を記入。
保険金の支払地を記入。
有効期間を時間あるいは日数で記入。文字と数字（数字はカッコする）で記
入。
文字と数字（数字はカッコする）で記入。
（ワ）の日数と同一にする。
仲裁地を記入。
仲裁機関名を記入。
国名を記入。
輸出者の署名日を記入。
輸出者の所在する都市名を記入。
輸入者の署名日を記入。
輸入者の所在する都市名と国名を記入。
本協定書の発行日を記入。
輸入者名（会社名）を記入。
署名者の氏名をタイプにて記入。
署名者の役職名を記入。
輸出者名（会社名）を記入。
署名者の氏名をタイプにて記入。
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　　　㈲　署名老の役職名を記入。
〈1）例えば，英文貿易通信入門，羽田三郎著，関書院新社，43頁，英語外国貿易通信，虎屋正助著，
　育文社，157頁，参照。
〈2）Agreementと表現した文献は，例えば，貿易実務，石田貞夫著，白桃書房，79頁，貿易取
　引契約，浜谷源蔵著，同文舘，21頁，などがある。
〈3）浜谷源蔵著，前掲書22頁，および羽田三郎著，前掲書43頁参照。
（4）東京銀行月報（1978年5月号）5頁および8頁参照。
〈5）虎尾正助著，前掲書158頁参照。
（6）海上売買を前提としている。
（7）標準決済方法に関する省令（但し，昭和53年9月22日公示の改正前のもの）参照。
（8）　H本経済新聞（昭和53年9月29日付）朝刊参照。
〈9）官報（昭和53年9月22日付）公示参照。
⑩期限付手形の場合には，（／）「一覧後～日払い」であれば，at～days　after　sightあるいは，
　at～days’sightと表現し，　atとdaysの間に支払猶予期間（30，90，120，150と30日間隔が常
　識）を入れ，at30　days　after　sightのように表現する。なお，短縮形としてはat　30　d／sの
　ように省略する。（ロ）「船積後（船荷証券の日付後）～日払い」の場合には，at　120　days　after
　shipmentあるいは，　at　120　days　after　bill　of　lading　dateのように表現する。
⑳　信用状決済を行なわない場合には，（d）D／Pwithout　L／C決済であれば，　under　cred三τs
　の部分をunder　D／P　without　L／C　termsと表現すればよい。簡単にはD／Pだけでもよ
　い。手形期限は，一覧払いを通例とする。従って，文章としては，Drafts　shall　be　drawn　at
　sight　under　D／P　without　L／C　terms一あるいは，　Drafts　shall　be　drawn　at
　sight　D／P一が考えられるが，前者の表現が明確で好ましいといえる。
　（ロ）D／Awithout　L／C決済であれば，（／）の場合に準じて文章表現を考えればよいが，この場合
　の為替手形は必ず期限付手形である。
　英文表現としては，一覧後30日払い手形を前提にして書けば，Drafts　shall　be　drawn　at
　30days　after　sight　under　D／A　without　L／C　terms一あるいは，短縮してDrafts
　shall　be　drawn　at　30　d／s　D／A一といった文章が考えられる。
⑫　前述のとおり，昭和53年10月2日より殆んどの輸出（約95％の輸出が対象となるといわれる）
　が信用状決済を原則としなくてもよいことになったので，輸出者として代金回収上の自信があれ
　ば信用状（L／C）に固執しないですむこととなった。
⑬　浜谷源蔵著，前掲書24頁，羽田三郎著，前掲書43頁，参照。なお，虎尾正助著，前掲書157頁
　では，concurrently　with　the　making　of　each　contractと表現されている。
㈲　石田貞夫著，前掲書80頁においては，－shall　be　established　within　10　days　after
　conclusion　of　the　contract．と明示されている。
㈲　浜谷源蔵著，前掲書24頁参照。
⑯　信用状のStandard　Form　No．10f　the　LC．C．のSpecial　conditionsの欄参照。
㈲　浜谷源蔵著，前掲書24頁参照。
⑱W・A・条件として，取引通貨を米ドル，保険金の支払地をシアトルとした場合を前提。
ag）貿易売買入門，新堀聰著，同文舘，12頁参照。
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⑳　石田貞夫著，前掲書81頁，浜谷源蔵著，前掲書23頁ては，「売申込」の意味で表現されている。
⑳　別冊ジュリスト第295号の2（英米判例百選），有斐閣，158－159頁参照。
幽例えば，虎尾正助著，前掲書157頁，羽田三郎著，前掲書43頁参照。
㈲　英国物品売買法（Sale　of　Goods　Act，1893）第3条参照。
鱒　英国物品売買法第1条参照。
鱒　これらの呼称については，この他にも種々呼ばれている。
㈲　民事訴訟法第800条参照。なお，同法では，仲裁裁定のことを仲裁判断と規定している。
鋤　ジ＝ネーブで開放された議定書（1923年），ジュネーブで署名された条約（1927年），および，
　国連（ニュー・ヨーク）の場で成立したConvention　on　the　Recognition　and　Enforce－
　ment　of　Foreign　Arbitral　Awards，1958，参照。
⑳　貿易契約論，笹森四郎著，同文舘，292頁参照。
鋤　笹森四郎著，前掲書301～302頁参照。
3．　英国商社の売買条件
　筆者は，過去のある時期に数千枚の英文レターを読む機会に恵まれたが，そ
の中に1通の特徴あるレターを発見した。
　それは，英国のある機械専門商社のレターであったが，便箋の裏面に薄いグ
レーのイソキで印刷されたConditions　of　sale（売買条件）を見つけたのであ
る。
　売買契約書の裏面約款は一般的に見かけられるが，便箋の裏面に印刷したも
のは珍らしいことである。
　わが国の文献では，故虎尾正助教授の文献1〕や上坂酉三博士の文献2）をはじ
め，多くの文献の中で取引一般条件協定書の重要性が強調されているが，筆者
の知る限りでは外国の類書ではその文例を見かけない。
　そこで英国商社の例は稀なケースと思われるのでその原文について紹介し，
今後の検討の資料としたい。なお，一部，印刷上の誤植と思われる点について
は訂正を加えた。
Conditions　of　Sale
1．　All　quotations　are　subject　to　con丘rmation　by　us　on　receipt　of　order．
Dimensions，　weights，　delivery　qates　and　performance　of　machines　stated　in
any　catalogue，　circular　or　other　advertising　material　are　apProximate　only
and　not　binding　as　to　detai1．
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2．　Prices　quoted　are　based　on　present－day　costs　of　manufacture．　It　is　a
condition　of　the　acceptance　of　any　order　that　goods　be　charged　for　at　pfices
ruling　at　the　date　of　invoicing．
3．．We　accept　no　liability　for　delays　in　delivery　through　causes　beyond　our
control　such　as　strikes，　fire，　material　shortage，　Governm6nt　restrictions　or
regulations　or　other　causes　whatsover　whether　similar　to　the　items　Iisted
above　or　no亡，
Delays　in　delivery　shall　not　entitle　the　customer　to　determine　the　contract．
4．We　shall　replace　free　of　charge　any　part　which　is　proved　defective　by
reason　of　faulty　workmanship　or　material　provided　we　are　noti且ed　in
writing　thereof　within　12　calendar　months　after　delivery　and　transport　to
and　from　our　works　is　paid　by　the　customer．　Subject　to　this，　no　claim
shall　］ie　against　us　for　any　defect　in　quality　or・performance．　All　implied
conditions　and　warranties，　statutory　or　otherwise，　as　to　quality　or丘tness
for　any　purpose　are　hereby　expressly　excluded．　No　description　of　the　goods
given　by　us　shall　be　deemed　to　constitute　a　contract　of　sale　by　description
so　as　to　impose　any　implied　condition　under　Section　140f　the　Sale　of　Goods
Act　l893．
5．　Terms　of　payment　as　agreed　in．the　contract　must　be　strictly　observed
time　being　of　the　essen6e　of　contract　in　this　r6spect．　The　customer　must
pay　the「≠№窒??п@sums　on　the　due　date　without　any　deduction　whatsoever
and　is　not　entitled　to　withhold　payment　of　any　part　thereof．　Obligations
on　our　part　under　the　contract　are　subject　to　the　terms　of　payment　and　all
other　conditions　and　obligations　of　the　contract　being　observed　by　the
customer．
6．　All　goods　are　at　the　risk　of　the　customer　from　the　time　of　delivery
by　us　or　our　suppliers　to　the　carrier，　save　where　we　undert．ake　to　deliver
free　at　the　customer’s　premises　and　in　such　cases　the　customer　shall　notify
us，　immediately　on　receipt　of　the　goods，　of　any　damage　or　loss，　otherwise
he　shall　be　deemed　to　have　received　and　accepted　the　goods　undamaged．
7．　Goods　delivered　in　the　United　Kingdom　on　approval　shall　be　deemed
to　be　approved　and　purchased　unless　they　ase　returned　to　us，　carriage
paid，　within　14　days　after　delivery．
8，　Import　Duties　on　goods　exported　by　us　shall　be　paid　by　the　customer．
9．　If　the　customer　fails　to　take　delivery　or　pay　for　goods　in　accordance
with　the　terms　of　the　contract，　we　shall　be　entitled　without　notice　to
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re・sell　forthwith　and　to　recover　froln　the　customer　damages　for　any　Ioss
sustained　by　breach　of　contract．
In　the　case　of　a　contract　to　supply　goods　by　instalments，　if　the　customer
shall　make　default　in　accepting　delivery　　of，　or　in　paylnent　for，　any
ins亡alment　we　sha11　be　entitled　to　treat　such　default　as　a　repudiation　of　the
contract　by　the　customer，　discharging　us　from　further　performance　of　the
contract，　without　prejudice　to　our　right　to　recover　damages　for　such
default．
10・　．S・far　a・we　a・e　aw・・e　n・9・・ds　supPli・d　by・・i・f・i・ge　any・xi・ti・g
Patent　but　no　warranty　express　or　implied　is　given　against　the　existence　of
such　a　Patent．
11．　Any　dispute　arising　under　any　contract　to　which　these　conditions
app】y　shall　be　decided　by　arbitration　in　London　in　accordance　with　the
provisions　of　the　Arbitrations　Act　l950　0r　any　statutory　modifications
thereof．
〈1＞国際売買と其契約，虎尾正助著，文友堂書店（昭和11年刊）84－101頁参照。
（2＞戦時貿易実務の知識，上坂酉三著，東京泰文社（昭和14年刊）43－44頁参照。
　　　　　　　　4．取引一般条件協定書の位置付け
　問題提起した第1点（協定書の内容）については，既に論述して一定の結論を
得た。そこで，本節においては，問題提起の第2点（貿易取引上における協定書
の役割）について検討してみたい。
　（d）輸出商品構成の観点からの検討
　日本貿易精覧や通商白書等の統計資料で明らかなとおり，わが国の明治以降
の輸出取引は繊維製品や一般雑貨等，軽工業製品中心の輸出取引であったとい
える。しかし，昭和30年代の急速な設備投資とあいまって重化学工業化が推進
され，かつての花形輸出品の今日の輸出商品構成に占めるウエイトは極度に低
下している（1）。即ち，かつて輸出商品構成の上で1位を占めていた綿織物の地
位は低下し，昭和52年度の統計によると，1位は自動車，2位は鉄綱，3位は
船舶になっている。
　さて，このような輸出商昌構成の変化に伴って，取引形態も当然に変化する
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ことは否めない。即ち，耐久消費財の輸出の増加とあいまって，本人間取引で
あっても単発的な売買を行なうのではなく，取引一般条件協定書に代わるべき
Distributorship　Agreement（特約販売店協約書）を基本とする売買当事者間の
緊密な関係のもとで取引が行なわれることが多くなってきた。
　その限りにおいては，取引一般条件協定書の重要性は稀薄となり，存在意義
が認められなくなることの必然性が理解できる。
　しかし，個々の貿易契約において，それを確認する契約書の裏面約款を考え
るとき，取引一般条件（General　Terms　and　C。nditi。ns）として印刷される諸条
件について，事前に合意しておくことは重要であろう。売買上の相対的強者の
立場を利用して，一方の当事者にとって不利益と思われる条件を強要すること
はセL・・ルスマソシップ（salesmanship）の観点からいって望ましいことではな
いし，長期的視野から考えると相手の信頼を失うことも予想されるからであ
る。
　以上のような観点から，取引一般条件協定書自体の交換を要しない場合であ
っても，その真髄の理解と応用的適用は個々の売買契約の円滑な理解と実行の
上で不可欠であることは論をまたない。
　（ロ）取引一般条件の認識の観点からの検討
　貿易業態統計表（昭和52年版）によると，昭和52年3月31日現在の貿易企業数
は9，　945企業，従業者数は230，476人となっている。そして，年間取扱額が1千
億円を超える大規模企業は，企業数全体の僅か0．4％に過ぎないが，輸出総額
の68．6％を占めている。輸入についても，僅か0．5％の企業が輸入額の77．6％
を占めていることがわかる。
　さて，このような寡占状態にある貿易取引環境において問題となる1つの点
は，23万人余の従業者一人一人が貿易取引の原則や慣習について正しい知識を
修得しているか否かの点である。
　社内教育体制を整えている一部の企業は別として，多くの企業の場合は系統
的な貿易の知識を修得する機会のないままに現実の貿易活動に臨んでいるのが
実情であろう。そこに，取引一般条件協定書の重要性を唱えても十分に理解さ
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れないピットフォール（pitfall）があることが推測できる。
　しかし，Distributorship　AgreementやAgency　Agreement（代理店協約書）
を基本協約として行なわない取引形態の場合には，少くとも取引一般条件協定
書の利用による事前合意はその後の取引の上で円滑な運営の基礎となることは
疑いない。その意味においての取引一般条件協定書の意義は大いに認識されて
よい。
　特に，支店，出張所を有せず，電気通信の手段やレター，あるいは時折の海
外出張等で貿易業務をを遂行する企業にとっては，取引品目が一般消費物資で
あれぽあるほど，取引一般条件協定書の果す役割は大きいといえる。・
　結論的に換言すると，（1）輸出商品構成の歴史的変遷過程の中で，取引一般条
件協定書の重要性は相対的に低下している。しかし，（2）取引一般条件協定書を
必要としない場合といえども，個々の売買契約書裏面約款の点を考慮すると，
協定書の主旨をベースに裏面約款について事前協議し合意点に達しておくのが
望ましい。（3）Agency　AgreementやDistributorship　Agreementを交わさな
いで取引を行なう場合には，取引の基本を打ち合わせる上で取引一般条件協定
書の持つ意義は大きい。その限りにおいては，協定書の内容を現在の取引環境
に適合させて用意し，現実の取引の場に臨むことが肝要といえる。
（1）輸出商品構成の推移
年剣1
昭　和　30年
昭　和　35年
昭　和　40年
昭　和　41年
昭　和　42年
昭　和　43年
昭　和　52年
位1・
???????織
?
???
位
??
織
???
3 位
?????????
（出所・通商白書）
